契約保証金に関する事前確認書この確認書は中和土木事務所が発注する工事または業務において、落札候補者１位となった者の契約保証金の取り扱いについて、あらかじめ確認を行うため提出を求めるものです。「競争入札参加資格確認申請書」と合わせてご提出ください。
契約保証金については、入札条件書「３．契約の保証」及び奈良県契約規則第19条（別紙参照）に記載のとおりです。





※以下、記載の上「競争入札参加資格確認申請書」と合わせてご提出ください。

①提出日：令和　　年　　月　　日
②落札候補者の所在地及び商号（名称）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号（名称）：
③落札候補者１位となった案件の工事（業務）名及び工事（業務）番号：
工事（業務）名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
工事（業務）番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

③の予定価格（再積算を行うものは再積算前予定価格）が工事 5,000万円未満、業務 1,000万円未満の場合　　　　　　　　
１．契約保証金免除が可能となる下記実績要件の該当有無について、□にチェック（✓）をつけてください。
　□該当有り　※確認できる資料（契約書写しやコリンズ・テクリスの実績資料等）を２契約分添付してください。
　□該当無し  ※２．について記載してください。
※契約保証金免除が可能である実績要件
・今回工事（業務）の契約日（公告記載の工期開始日の１日前）を起点として、過去２年間※１に国又は地方公共団体※２と
同種同規模※３の契約実績（履行が完了しているもの※４）が複数ある場合※５
※１ 実績となる契約の締結日が、締結しようとしている契約の締結日の過去２年以内である必要があります。 
※２ 公社、独立行政法人、地方独立行政法人、国立大学法人、公立大学法人、実行委員会等は含みません。他方、広域連合、一部事務組合は含みます。 
※３ 締結しようとしている契約の契約金額の７０％以上の金額を下限とします。なお、上限はありません。 
※４ 締結しようとしている契約の締結日時点で履行が完了していない契約は実績として認められないのでご注意ください。 
※５ 同一法人であれば、他の支社や支店での契約実績も対象とすることができます。








２．今回の工事（業務）の履行保証措置方法について、該当する方法にチェック（✓）をつけてください。 
　□公共工事契約保証(建設業保証㈱の各社) 
□公共工事履行保証(損害保険会社) 
□履行保証保険契約の締結(損害保険会社)・・・保険証券を寄託のこと。 
□銀行保証(銀行等) 
□現金納付（入金可能日：　　月　　日以降）※落札決定後、納付書を発行します。
※保証（保険）期間には、契約日を含める必要があります。ご注意ください。

③の予定価格（再積算を行うものは再積算前予定価格）が工事 5,000万円以上、業務 1,000万円以上の場合　　　　　　　　
契約保証が必要となります。
今回の工事（業務）の履行保証措置方法について、該当する方法にチェック（✓）をつけてください。 
□公共工事契約保証(建設業保証㈱の各社) 
□公共工事履行保証(損害保険会社) 
□履行保証保険契約の締結(損害保険会社)・・・保険証券を寄託のこと。 
□銀行保証(銀行等) 
□現金納付（入金可能日：　　月　　日以降）※落札決定後、納付書を発行します。
※保証（保険）期間には、契約日を含める必要があります。ご注意ください。　　　　　　　　　　　
以上
【別紙】
　　
　(契約保証金)
第十九条 契約者は、契約締結までに契約金額の百分の十（県有財産売却システムによる入札にあつては、当該入札に係る予定価格の百分の十）に相当する額以上の契約保証金を納付しなければならない。ただし、契約者が、次の各号の一に該当する者であるときは、知事は契約保証金の全部又は一部の納付を免除することができるものとする。
一 保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結した者
二 県と保険会社が締結した工事履行保証契約に係る保証を当該保険会社に委託した者
三 法令に基づき延納が認められる場合において確実な担保を提供した者
四 物品を売り払う場合において売払代金を即納する者
五 第三条第一項又は第十二条の規定により定められた資格を有する者で、過去二年間に国又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたつて締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行した者である等将来契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるもの
六 随意契約を締結する場合において、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる者
２ 前項の契約保証金の納付は、次に掲げる担保の提供をもつてこれに代えることができる。
一 第四条第二項第一号から第七号までに掲げるもの
二 公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和二十七年法律第百八十四号）第二条
 　　　第四項に規定する保証事業会社（以下「保証事業会社」という。）の保証
３ 保証事業会社の保証を契約保証金に代わる担保とする場合における当該担保の価値は、その保証する金額とする。
４ 第四条第三項から第五項までの規定は、契約保証金について準用する。この場合において、同条第三項中「一般競争入札に参加しようとする者」とあるのは「契約者」と、「金融機関」とあるのは「金融機関若しくは保証事業会社」と、同条第四項第四号中「金融機関」とあるのは「金融機関若しくは保証事業会社」と、同条第五項中「第十条の
規定により還付することとなる前」とあるのは「契約上の義務履行前」と、それぞれ読み替えるものとする。
